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西澤議員は20日「甲良町政で大事な課題は？」と題する見解を表明しました。今後の町政に臨む態度ともなりますので、紹介します。
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▲握手する（左から）万木JA中央会々長、笠原県医師会長、村西愛荘町長、中嶋甲賀市長
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3月議会の予定


平成24年度の予算などを審議する3月議会が下記の日程で始まります。２月28日の議会運営委員会で決定されました。


6日（火）全員協議会：議案説明


7日（水）本会議：議案提案など。一般質問


８日（木）本会議：一般質問


9日（金）予算決算常任委員会


12日（月）予算決算常任委員会


13日（火）予算審議予備日


23日（金）本会議：討論・採決など閉会

















呼びかけ文全文


政府による「ＴＰＰ」（環太平洋連携協定）への協議参加表明とアメリカとの事前協議の開始によって「ＴＰＰ」参加問題が、いよいよ本格的に進められようとしています。


　しかし一方で、この「ＴＰＰ」参加の問題をめぐっては、国内には大きな意見の違いが存在しています。多くの国民には十分な情報が提供されず国民的な合意が形成されているとは、決して言えない状態にもあります。


　また、一部に、この問題をめぐっての意見の違いが、あたかも農業と工業の対立かのように描き出されていることは、真実を歪めるものです。


　このＴＰＰ参加は、日本の農林水産業のみならず国民皆保険を柱とする医療から食の安全までが脅かされ「アメリカ型に国の形が変えられる」危険性をもつものであり、大きな問題を含んでいます。


　国民の合意と了解のないまま進められようとしているＴＰＰ参加に対して、すべての県民の皆さんに、これが県民のいのちと暮らし、医療と食の確保と安全にかかわる重大な問題であることを知ってもらい、ともに声をあげ、ともに行動することを呼びかける必要があるとの思いから、県内の農林水産業と医療の関係者ならびに首長および有識者の有志が大同団結して、すべての県民の皆さんに呼びかけることとしました。


　私たちは、心を込めてすべての県民の皆さんに呼びかけます。


　政府に対して、「国民の合意と了解のないＴＰＰには参加しないことを求める」一大県民運動を起こしましょう。


　私たちは、この運動を進めるために「ＴＰＰから県民のいのちと暮らし／医療と食を守る県民会議」を結成することとします。この「ＴＰＰ県民会議」は、唯一「会の目的」である「国民の合意と了解のないＴＰＰには参加しないことを求める」ことに賛同するすべての個人と団体によって構成されます。


　この国の将来を考えるすべての県民の皆さん、いのちと暮らし、医療と食の確保と安全を守りたいと願うすべての県民の皆さんが、この「会」に参加いただきますよう心から呼びかけます。


呼びかけ人


県ＪＡ中央会会長、県森林組合連合会長、県漁協連合会長、土地改良団体連合会長、県農業会議会長、ＪＡしが女性協議会長、県ＪＡ青壮年部協議会委員長、県青果卸売市場連合会長、元県農業総合センター所長、元県農業大学校校長、元県茶業指導所所長、ＮＰＯ法人菜の花プロジェクトネットワーク代表、県医師会長、県歯科医師会長、県薬剤師会会長、県看護協会会長、県老人クラブ連合会会長、県地域女性団体連合会会長、加藤・立命大名誉教授、小池・県大名誉教授、高橋・龍大教授、只友・龍大教授、中野・滋大教授、中村・岐大名誉教授、成瀬・元滋大学長、増田・県大教授、水原・県大教授、宮本・元滋大学長、前県町村会会長、元県町村議長会会長、愛荘町長（県町村会会長）、日野町長、竜王町長、甲良町長、豊郷町長、多賀町長、甲賀市長、湖南市長、彦根市長、長浜市長、高島市長、野洲市長


（42人、うち首長は６市６町）


◇　　　　◇　　　　◇


結成総会のご案内


関心のある方、「県民会議」の趣旨に賛同される方のご参加を、私からも呼びかけます。　：町議会議員　西澤：


◎３月５日（月）午後３時開会


◎ＪＡ中央会ビル（大津）２階　第３研修室





　年明けから農協、医師会、首長の三者で準備がすすめられていた「ＴＰＰから県民のいのちと暮らし／医療と食を守る県民会議」結成に向けた呼びかけ人会議が17日、大津・ＪＡ中央会ビルで開かれました。会議は公開で、呼びかけ人42人のうち18人が出席しました。「国民合意と了解のないＴＰＰには参加しない」という一点での大県民運動を呼びかけました。こうした幅広い「一点共同」が行われるのは画期的です。


　日本共産党県委員会にも、参加の要請があり、日本共産党も参加します。





　◎日本共産党甲良町支部の見解を紹介します。　☆くらし・医療・税金・教育などの相談は　西澤伸明３８－４９４９　丸山光雄３８－３１２３


メール　� HYPERLINK "mailto:siga-koura463@jcp-nobuaki.com" �siga-koura463@jcp-nobuaki.com�　　ホームページもごらんください








